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出所 筆者作成 （本稿 図 30） 
 
第２の仮説は、「連携力」は進出先子会社と日本本社の間に自動的に出来上がる
ものではなく、日本本社の経営者が意図をもって構築していくものであるという
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点である。３つの事例を横断的に分析した結果、「連携力」は日本本社の経営者に
よって構築されていることが観察できた。その構築行動は、海外人材の採用と配
置、組織体制の整備や構築などを通じた日本本社と進出先子会社の経営資源の配
置や再構成であった。従って、「連携力」を構築する能力を連携構築力と呼ぶとす
ると、それは経営者に帰属するダイナミック・ケイパビリティであると考えうる。
なお、４章で述べたように、ケイパビリティの構築というダイナミズムに焦点を
合わせた先行研究はまだ少なく、本稿は、英語文献を含めても希少な研究である。 
 
（2）実践的貢献 
現地での販路開拓といえば、進出先子会社の優秀な現地マネジャーをいかに採
用するか等、進出先現地に目を向けることが多い。しかし、本稿においては、日
本本社の経営者が「連携力」を構築することが重要であるという結論を出してい
る。中小企業の乏しい経営資源や生産財という製品特性を考えれば、日本本社の
資源活用の重要性を示し、「連携力」を構築することが販路開拓の必須条件である
ことを強調できたことは、実務的にも意義があると考える。また、それを実現す
るために日本本社の経営者は何をするべきか、経営行動について具体的な示唆を
与えることが本稿はできている。アジアに進出した生産財企業の販路開拓にとっ
て実務的貢献は大きいと考える。 
 
４．課題： 
第１の課題は、「連携力」概念をより明確化することである。「連携力」は日本
本社と進出先子会社のマーケティングオペレーションの効率性に関する概念であ
る。「連携力」がどのようにオペレーションを効率化しているのかを明らかにでき
れば、「連携力」概念をよりクリアに定義することが可能となるはずである。その
ためには、日本本社と進出先子会社の連携活動を通じて「連携力」がどのように
構築、発揮されるのかを徹底的で詳細なプロセス観察により分厚い記述で行うこ
とが必要である。本稿の 3 事例の観察はそこまで分厚い記述で観察できているわ
けではない。複数の事例を行うことは難しいであろうが、たとえシングルケース
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でも、詳細なプロセス分析を課題としたい。 
第２の課題は、「連携力」と、多くの研究が参照依拠している Day(1994)のマー
ケティング・ケイパビリティ（インサイドアウト、アウトサイドイン、架橋プロ
セス）を比較した場合に、販路開拓成果に与えるインパクトがどちらが大きいの
かを検証することである。Day の提唱した３つのケイパビリティは、マーケティ
ング成果にプラスの影響を与えると考えられている。本稿の提示した内容は、資
源に乏しい中小製造業の子会社は、Day のいうマーケティング・ケイパビリティ
を高めることも大事かもしれないが、それよりも本国本社の自社資源活用の効率
性のケイパビリティである「連携力」のほうが、成果に対してインパクトがある
のではないかという仮説である。これを定量的に検証することが課題である。 
第３の課題は、理論仮説の適用可能性をさらに検証していくことである。例え
ば、①生産財企業、②進出先子会社への出資比率がマジョリティ出資とした場合、
本邦のみならず海外企業においても、本国本社と進出先子会社の「連携力」につ
いての仮説が成立するのかを見極めることである。 
また、生産財マーケティングの観点からの検討も重要である。生産財には組織
性、相互依存性という特性がある。資源に乏しい中小製造業だけでなく、中小企
業以外の企業についても生産財企業の販路開拓では、「連携力」というケイパビリ
ティの貢献比率が高くなってくる可能性が想定できる。本稿ではこの点を検討す
ることが十分ではなく今後の課題である。 
また、研究対象の条件が変化しても「連携力」は常に重要なのかという点も見
極めが必要である。アジアに進出している中小製造業の特徴は、生産財企業が多
い、マジョリティ出資の子会社が多いなどの特徴がある。しかし、例えば生産財
企業ではなく消費財企業ではどうか、地場企業の出資比率が高まると、本稿の仮
説はどのような修正や条件制約が必要かを検討することも今後の課題である。 
